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1.　はじめに
　幾何学的な概念に基づいた場合，粒状多孔質体の屈曲
度τは次式のように定義される（図 1 参照）1）2）3）．
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ここで，Lは粒状多孔質体の層厚，Leは間隙構造に基づく

実質的経路長，ΔLは実質的経路長Leと層厚Lの差であり次

式のように表わされる(図 1参照)． 
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粒状の物質により形成される多孔質体の拡散係数や透水

係数，透気係数と屈曲度には密接な相関があり，屈曲度の

簡便かつ定量的な推定方法の確立は，多孔質体内部にお

ける各種の物質移動問題に取り組むための共通基盤的な

基礎研究と言えよう． 
さて，式(1)における幾何学的な定義は屈曲度に対して明

確なイメージを与えるものであり，間隙構造に対して所定の

経路を仮定することにより，その値を求めるための数理

モデルを構築することが可能となる．しかしながら，実際

の複雑かつ緻密な間隙構造を有する多孔質体の構造とは

根本的に乖離した概念であることから，実験に基づく屈曲度

推定のための基礎式として，式(1)の形式を直接利用する

ことは一般には困難であると指摘されている4)． 
一方，地盤やコンクリート，さらには電極等の各種多

孔質体の屈曲度推定を目的とした研究では，次式のよう

に不活性ガスの拡散係数の相対的関係に基づいて表現さ

れる形式を用いる場合が多い5)6)7)． 
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ここで，Φは間隙率，Def は不活性ガスの多孔質体内部

における有効拡散係数，D0は不活性ガスの大気中での拡

散係数である．式(3)における屈曲度τも式(1)に基づいた定

義が採用されているが，その導出にあたっては電気比抵

抗に基づくフォーメーション・ファクターに関する概念8)

が導入されていることから，いわば屈曲度に対する物理

的な定義と言えるであろう(式(3)の導出過程の詳細は本

論の2.2節に記載)． 
式(3)は屈曲度が間隙率の関数として表現できることを

示唆しており，この物理的な屈曲度の定義に基づいて，

間隙率を関数とした形式の屈曲度推定式が既往の研究で

多数提案されている9)． 
また，間隙構造をモデル化した多孔質体の有効拡散係

数を数値シミュレーションにより評価し，式(3)を利用して屈 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 幾何学的な屈曲度の定義 

記入例 

※ 

ここで，L は粒状多孔質体の層厚，Le は間隙構造に基づく
実質的経路長，ΔL は実質的経路長Le と層厚L の差であ
り次式のように表わされる（図 1 参照）．
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は根本的に乖離した概念であることから，実験に基づく屈
曲度推定のための基礎式として，式（1）の形式を直接利
用することは一般には困難であると指摘されている 4）．
　一方，地盤やコンクリート，さらには電極等の各種多孔
質体の屈曲度推定を目的とした研究では，次式のように不
活性ガスの拡散係数の相対的関係に基づいて表現される形
式を用いる場合が多い 5）6）7）．
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ここで，Sは対象とする多孔質体の単位質量あたりの比
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のように定義し，定数Cに関してはあらかじめ所定の値を

与えた上で実測した透水係数ならびに間隙率より比表面

積を推定するために式(4)を利用している14)．そのため，

実測可能な透水係数と屈曲度との相関が数理表現として

は明確になっているものの，このKozeny-Carmanの式につ

いても，実験に基づいた屈曲度推定式としての直接の利

用には不足がある． 
以上のように，屈曲度の概念については幾何学的，物

理学的，双方の観点から基本的には明確になっており，

その推定に関しては，数値シミュレーションを利用した

方法や間隙率を関数とした推定式も多数存在しているも

のの，簡便さと合理的な理論の双方を兼ね備えた実験に基

づく屈曲度推定のための方法については，残念ながら今日

においても確立されていない． 
そこで本研究は，細砂レベルの球形粒子の集合により

構成された多孔質体を対象として，実験的に屈曲度を簡

便かつ直接推定することが可能な屈曲度推定式を新たに

構築することを目的としたものである． 
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実験に必要となる機器は極めて簡素であるとともに実験
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　なお，Boudreau が指摘した式（6）と式（7）は，前提
として，多孔質体はその見かけの体積に比較して十分小さ
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い粒子の集合体として形成されているものとした解釈に基
づいている．

２．２　屈曲度に対する物理的な定義（式（3））の導出
　今日，式（3）については屈曲度に関する「定義」とし
ての取り扱いが一般化しているが，その導出過程の詳細に
ついて明記されている文献が著者の知る限り存在しないこ
とから，その導出過程を以下に記載することとしたい．
先ず，電気比抵抗の計測結果より得られるフォーメーショ
ン・ファクターF は次式のように定義される 8）．

曲度を評価する逆解析的な手法10)も提案されており，式(3)
は屈曲度を評価する取り組みにおいて汎用性が高いと言え

よう． 
しかしながら，式(3)についても，実験に基づいた屈曲度

推定のための基礎式として直接利用することについては，

通常，多孔質体の有効拡散係数を評価するには専用の試

験機が必要であり，また，その運用には手間もかかるこ

とから合理的とはいえない． 
式(3)以外に屈曲度と他の物理パラメータとの相関が明

確となっている数理表現式の代表としてKozeny-Carman
の式11)12)13)が挙げられる．Kozeny-Carmanの式は均質な砂

質地盤のような粒子集合体の多孔質体に対して適用され

る式であり，ダルシー則に含まれる導水勾配に流体が通

過する間隙構造の実質的な経路長(式(1)におけるLeに相当

する)を導入し，かつ，間隙径に水理半径(Hydraulic Radius)
の概念を導入することにより，屈曲度を含んだ次式の形式

で透水係数kT が表現されている． 
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構成する骨格部分ならびに間隙中を移動する流体の密度

[g/cm3]であり，λは水理半径により定められる間隙径の幾

何学形状を定める無次元定数である． 
Kozeny-Carmanの式の特徴は，屈曲度以外に間隙構造の

特性を反映した微視的構造を表現するパラメータを3つ
(間隙率Φ，比表面積S，幾何学形状を定める定数λ)を含ん

でいる点であり，透水性に寄与するそれらパラメータの

相互関係を検討する上で優れている．しかしながら，こ

のKozeny-Carmanの式において，間隙径の幾何学形状を定

める定数λについては本質的に未知であり，そもそも，

Carman自身の取り組みにおいても屈曲度τとλを含んだ定

数Cを 
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のように定義し，定数Cに関してはあらかじめ所定の値を

与えた上で実測した透水係数ならびに間隙率より比表面

積を推定するために式(4)を利用している14)．そのため，

実測可能な透水係数と屈曲度との相関が数理表現として

は明確になっているものの，このKozeny-Carmanの式につ

いても，実験に基づいた屈曲度推定式としての直接の利

用には不足がある． 
以上のように，屈曲度の概念については幾何学的，物

理学的，双方の観点から基本的には明確になっており，

その推定に関しては，数値シミュレーションを利用した

方法や間隙率を関数とした推定式も多数存在しているも

のの，簡便さと合理的な理論の双方を兼ね備えた実験に基

づく屈曲度推定のための方法については，残念ながら今日

においても確立されていない． 
そこで本研究は，細砂レベルの球形粒子の集合により

構成された多孔質体を対象として，実験的に屈曲度を簡

便かつ直接推定することが可能な屈曲度推定式を新たに

構築することを目的としたものである． 
本研究で提案する屈曲度推定式は，著者自身が既往の

研究で構築した非等温熱重量を利用した屈曲度推定法15)

に着想を得たものであり，変水位透水試験に用いる機器

と類似した排水機能を有する円筒容器を利用し，飽和し

た状態の多孔質体における水の水位変化量と水のみの場

合での水位変化量との相対的関係を利用して定式化され，

実験に必要となる機器は極めて簡素であるとともに実験

の実施も極めて容易なものとなっている． 
 

２．屈曲度に関する既往の研究のレビュー 

２．１ 屈曲度の基本的な数理特性 
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が成立するものとすると，式(10)に式(11)，式(12)を考慮す

ることにより，式(3)で表現される屈曲度に関する物理的

な定義を得ることができる． 
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２．３ 定数として表現される屈曲度の値 

Johnson and Stewart18)は式(1)で定義される幾何学的な

概念に立脚し，次式のように積分表現により屈曲度の値

を具体的な定数として表現している． 
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ここで，式(13)は Johnson and Stewart のモデルを一

般化した Friedman and Seaton 19) の表現に基づいてお

り，τ =30.5≒1.732と表現されている． 
式(13)中におけるcos2ωと sin ω/2(ω:経路の勾配)はそれ

ぞれ多孔質体の間隙経路の勾配と経路内での物質移動に

関する確率関数を意味しており，経路の勾配と経路内で

の拡散に対する可能性を考慮したうえで屈曲度が評価さ

れている．なお，Kozeny-Carman の式で定数として用い

られる屈曲度の値は一般に τ =20.5≒1.414である 13), 14)． 
２．４ 間隙率を関数とした屈曲度推定式 

間隙率を関数とした形式で表現される屈曲度推定式は

数多く存在し，多数の推定式が文献9)で紹介されている．

それらのうち，式(3)を基礎とする代表的な屈曲度推定式

を以下に示す． 
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1 0.5ln (Weissberg)     (15) 
Millingtonのモデル20)は式(3)に基づいて屈曲度が間

隙率のべき乗則に準ずることを前提としており，また， 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2 フォーメーション・ファクターと屈曲度の関係 

Weissbergのモデル21)では式(3)の拡散係数比に対して間隙

構造に対する仮定と対応した試験関数を利用することに

より導かれている．これら，MillingtonとWeissbergの式

はともに多孔質体の間隙構造を球形の粒状体により形

成されているものと仮定して導かれているが，その汎用

性は高く，Boudreau16)はWeissbergの式を地盤を対象とし

た実測結果に基づいて拡張し，次式の様な屈曲度推定式

を提案している． 

21 ln (Boudreau)     (16) 

また，Koponen et. al 2)はセルオートマトンを基礎

とした2次元格子ボルツマン法を用いた数値計算結

果の経験則として，次式の様な屈曲度推定式を提案

している． 
1 0.8(1 ) (Koponen .)et al     (17) 

Koponenらの取り組みは，複雑系に対する解析手

法を多孔質体の屈曲度推定に応用したものであり，

1章で示した文献10)による取り組みも，基本的には

Koponenらのアプローチと同等なものといえよう．

なお，近年における最も新しい研究成果としては，Ahmadi 
et. al 22)により，Kozeny-Carmanの式を基礎とした次式の

ような屈曲度推定式が提案されている．  
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2 1 (Ahmadi .)

3[1 (1 ) ] 3
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 
 (18) 

ここで，Bは定数であり，間隙構造のネットワー

クに3次元の立体交差モデルを想定した場合はB=1.209，
四面体構造モデルを想定した場合はB=1.108となる．この

Ahmadi et. alの式の特徴は間隙構造を体積要素(REV)の
観点からモデル化することにより，Kozeny-Carmanの式に

含まれる定数λをキャンセルした形式で屈曲度推定式を

解析的に導出している点である． 
上記のような，間隙率を関数とした屈曲度推定式は，

図 3に示すように，間隙率の低下に対して屈曲度は増加

する傾向を示すものとなる． 
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　また，Koponen et. al  2）はセルオートマトンを基礎とし
た 2 次元格子ボルツマン法を用いた数値計算結果の経験則
として，次式の様な屈曲度推定式を提案している．
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ることにより，式(3)で表現される屈曲度に関する物理的
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２．３ 定数として表現される屈曲度の値 

Johnson and Stewart18)は式(1)で定義される幾何学的な

概念に立脚し，次式のように積分表現により屈曲度の値

を具体的な定数として表現している． 
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ここで，式(13)は Johnson and Stewart のモデルを一

般化した Friedman and Seaton 19) の表現に基づいてお

り，τ =30.5≒1.732と表現されている． 
式(13)中におけるcos2ωと sin ω/2(ω:経路の勾配)はそれ

ぞれ多孔質体の間隙経路の勾配と経路内での物質移動に

関する確率関数を意味しており，経路の勾配と経路内で

の拡散に対する可能性を考慮したうえで屈曲度が評価さ

れている．なお，Kozeny-Carman の式で定数として用い

られる屈曲度の値は一般に τ =20.5≒1.414である 13), 14)． 
２．４ 間隙率を関数とした屈曲度推定式 

間隙率を関数とした形式で表現される屈曲度推定式は

数多く存在し，多数の推定式が文献9)で紹介されている．

それらのうち，式(3)を基礎とする代表的な屈曲度推定式

を以下に示す． 
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Millingtonのモデル20)は式(3)に基づいて屈曲度が間

隙率のべき乗則に準ずることを前提としており，また， 
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はともに多孔質体の間隙構造を球形の粒状体により形
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法を多孔質体の屈曲度推定に応用したものであり，

1章で示した文献10)による取り組みも，基本的には
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なお，近年における最も新しい研究成果としては，Ahmadi 
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ここで，Bは定数であり，間隙構造のネットワー

クに3次元の立体交差モデルを想定した場合はB=1.209，
四面体構造モデルを想定した場合はB=1.108となる．この

Ahmadi et. alの式の特徴は間隙構造を体積要素(REV)の
観点からモデル化することにより，Kozeny-Carmanの式に

含まれる定数λをキャンセルした形式で屈曲度推定式を

解析的に導出している点である． 
上記のような，間隙率を関数とした屈曲度推定式は，

図 3に示すように，間隙率の低下に対して屈曲度は増加

する傾向を示すものとなる． 
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の解析モデルを示す．実験モデルは変水位透水試験に用い
られる機器と類似した構成となっており，底部に水室が設
けられた一様断面の容器を想定している．また，容器本体
の側部には排水時の水位を一定に保つため，水をオーバー
フローさせる容器が付設されている．

　本研究で提案する屈曲度推定式は，図 4 に示す Type I
の実験（容器に粒状体を設置した場合），Type II の実験（容
器に水のみを充填した場合），それぞれの実験より得られ
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対的関係を利用して定式化される．
　このような物質移動の相対関係から屈曲度を推定する
手法は，著者自身が既往の研究で構築した非等温熱重量
を利用した屈曲度推定の方法 15）に着想を得たものである
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したがって，図 4における水位変化量を意味するLsw(Δt)，
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図 4の実験モデルは変水位透水試験機と同等な

機構を有していることから，排水時間と水位変化量

の関係は変水位透水試験より透水係数を求めるための

次式により表現することができる． 
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ここで，式(21)のQwは実験装置固有の水に対する

透過性を表現する定数[1/s]である．また，本研究に

おいてQsw[1/s]は次式のように定義する． 

L
k

Q T
sw   (22) 

ここで，Ωは無次元定数[-]，kTは透水係数[cm/s]であ

る．Ωは通常の変水位透水試験より透水係数を求めるため

の基礎式では水位変化を読み取るためのスタンドパイ

プ断面積と多孔質体の断面積の比に相当するが，本研

究では，Type I の実験における水位変化量 Lsw(Δt) [cm]
から透水係数 kT [cm/s]を評価するための校正係数と位

置付けられる．これら QwとΩはともに実験装置固有の

校正係数(定数)であり，本研究で提案する屈曲度推定式

を定式化する上で予め把握しておく必要があること

から，次章にその決定方法と得られた値の結果につい

て述べる． 
 

４．実験装置のキャリブレーション(QwとΩの決定) 

４．１ 実験装置 

本研究で用いる実験装置を写真 1に示す．実験装置は図 4
に示した解析モデルに対応するよう著者が考案・製作したも

のである．本体ならびに側部に敷設された水をオーバーフロ

ーさせるための容器は，ともに内径10[cm](断面積78.54[cm2])，
肉厚0.8[cm]のアクリル性ケーシングを加工して作製されて
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写真 1 実験装置(アクリル性ケーシングを加工して作製) 
豊浦標準砂を設置した場合 

t=t1 (t1=0)

S

Saturated 
Soil

Level A

Level C

Level B

L 
w(
Δ

t)

L 
p(
Δ

t)
L s

w(
Δ

t)

S

Water

t=t2Δ
t=

t 2-
t 1

t=t1 (t1=0)

t=t2

Δ
t=

t 2-
t 1

L 

h 2
(t 2

)

Over flow Over flow

h 3
(t 2

)

h 0

図3　間隙率と屈曲度の関係 図4　屈曲度推定式を定式化するための実験モデル
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　図 4 の実験モデルは変水位透水試験機と同等な機構を有
していることから，排水時間と水位変化量の関係は変水位
透水試験より透水係数を求めるための次式により表現する
ことができる．

３．解析モデルの設定 

図 4に本研究で提案する屈曲度推定式を定式化するた

めの解析モデルを示す．実験モデルは変水位透水試験に

用いられる機器と類似した構成となっており，底部に水

室が設けられた一様断面の容器を想定している．また，

容器本体の側部には排水時の水位を一定に保つため，水

をオーバーフローさせる容器が付設されている． 
本研究で提案する屈曲度推定式は，図 4に示すType I

の実験(容器に粒状体を設置した場合)，Type IIの実験(容器

に水のみを充填した場合)，それぞれの実験より得られる

排水時間Δtと水位変化量(Lsw(Δt)とLw(Δt))の相対的関係を

利用して定式化される． 
このような物質移動の相対関係から屈曲度を推定する

手法は，著者自身が既往の研究で構築した非等温熱重量

を利用した屈曲度推定の方法15)に着想を得たものである

が，著者の成果(文献15))が公表された同年にVallabh et al23)

も類似したコンセプトに基づいた屈曲度推定法を提案し

ている．Vallabh et al.23)の取り組みでは，繊維多孔質体の

屈曲度を実験的に推定する上で，試料の層厚を各種変化

させた場合での透気係数の相対的関係を利用している．

いわば，単一の実験ではなく，複数の条件下での物質移

動の相対的関係から屈曲度を把握しようとするコンセプ

トは屈曲度の実験的推定法に関しては有効なアプローチ

であるといえよう． 
さて，図 4におけるLは多孔質体の層厚を意味し，Δt

はΔt=t2-t1 (t2>t1)として定義される排水時間である．Level A
はt1=0とした初期状態での水位であり，容器に粒状体が設

置された場合での実験(Type I)と水のみが充填された場合

での実験(Type II)ともに同等な水頭h0と設定している．  
さらに，Level Bは水頭h2(t2)により規定されるType Iの実

験における水位である．また，Level CはLevel Bと同時間

t2における水位であるが，Type IIの実験における水位であ

り，水頭h3(t2) より規定される． 
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図4  屈曲度推定式を定式化するための実験モデル 
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ここで，式(21)のQwは実験装置固有の水に対する

透過性を表現する定数[1/s]である．また，本研究に

おいてQsw[1/s]は次式のように定義する． 
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ここで，Ωは無次元定数[-]，kTは透水係数[cm/s]であ

る．Ωは通常の変水位透水試験より透水係数を求めるため

の基礎式では水位変化を読み取るためのスタンドパイ

プ断面積と多孔質体の断面積の比に相当するが，本研

究では，Type I の実験における水位変化量 Lsw(Δt) [cm]
から透水係数 kT [cm/s]を評価するための校正係数と位

置付けられる．これら QwとΩはともに実験装置固有の

校正係数(定数)であり，本研究で提案する屈曲度推定式

を定式化する上で予め把握しておく必要があること

から，次章にその決定方法と得られた値の結果につい

て述べる． 
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写真 1 実験装置(アクリル性ケーシングを加工して作製) 
豊浦標準砂を設置した場合 
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　ここで，Ωは無次元定数 [-]，kT は透水係数 [cm/s] である．
Ωは通常の変水位透水試験より透水係数を求めるための基
礎式では水位変化を読み取るためのスタンドパイプ断面積
と多孔質体の断面積の比に相当するが，本研究では，Type 
I の実験における水位変化量Lsw（Δt） [cm] から透水係数
kT [cm/s] を評価するための校正係数と位置付けられる．こ
れらQw とΩはともに実験装置固有の校正係数（定数）で
あり，本研究で提案する屈曲度推定式を定式化する上で予
め把握しておく必要があることから，次章にその決定方法
と得られた値の結果について述べる．

４．実験装置のキャリブレーション（Qw とΩの決定）
４．１　実験装置
　本研究で用いる実験装置を写真 1 に示す．実験装置は
図 4 に示した解析モデルに対応するよう著者が考案・製作
したものである．本体ならびに側部に敷設された水をオー
バーフローさせるための容器は，ともに内径 10[cm]（断面
積 78.54[cm2]），肉厚 0.8[cm] のアクリル性ケーシングを加工
して作製されている．
　粒状体を設置する容器の下部には水室が設けられており，
その水室部分に開閉が容易なステンレス製コックが取り付

けられている．
　水室とその上部（粒状体を設置する部分）は孔を多数あ
けたアクリル板により隔てられており，そのアクリル板の
上には 45[μm] のメッシュが張られている．本実験装置に
おける Level A に相当する水頭h0 はh0=30.3 [cm] となる

（図 4 参照）．

４．２　キャリブレーション（Qw とΩの決定法）
　Qw は Type II の実験より得られる排水時間Δt と水位変
化量 Lw（Δt）の実測結果に式（21）を回帰式とした最小二
乗法を適用することにより決定することができる．
　一方，Ωについても，予め透水係数kT が既知であれば
Type I の実験を実施し，それにより得られる排水時間Δt
と水位変化量Lsw（Δt）の実測結果に式（20）を回帰式と
した最小二乗法を適用することにより決定できる．本研究
では，Ωを決定する上でガラスビーズを用いたモデル実験
を実施し，透水係数については次式の宇野ら 24）により提
案された式を用いることとする．

粒状体を設置する容器の下部には水室が設けられており，

その水室部分に開閉が容易なステンレス製コックが取り付

けられている． 
水室とその上部(粒状体を設置する部分)は孔を多数あけた

アクリル板により隔てられており，そのアクリル板の上には

45[μm]のメッシュが張られている．本実験装置におけるLevel 
Aに相当する水頭h0はh0=30.3[cm]となる(図 4参照)． 
４．２ キャリブレーション(QwとΩの決定法) 

QwはType IIの実験より得られる排水時間Δtと水位変

化量 Lw(Δt)の実測結果に式(21)を回帰式とした最小二

乗法を適用することにより決定することができる． 
一方，Ωについても，予め透水係数kT が既知であ

ればType Iの実験を実施し，それにより得られる排

水時間Δtと水位変化量Lsw(Δt)の実測結果に式(20)を回

帰式とした最小二乗法を適用することにより決定

できる．本研究では，Ωを決定する上でガラスビー

ズを用いたモデル実験を実施し，透水係数について

は次式の宇野ら24)により提案された式を用いるこ

ととする． 
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ここで，dは多孔質体を構成する粒子の平均粒径

[cm]，Svは粒子の単位体積あたりの表面積[cm2/cm3]
である．宇野らのモデル(式(23))はガラスビーズを

用いた均一粒径のモデルはもとより，幅広い粒径の

に対して適用可能であり，豊浦標準砂の場合では

d=0.016[cm]，代表的な粘性土であるシルトに対し

てはd=5×10-4[cm]程度の値を利用すれば定水位透

水試験の実験結果と良好な一致を示す．なお，実験

における水の温度は23±1[℃]の範囲で行い，式(23)
における，水の密度ρw[g/cm3]と粘性係数ηw[g/(cm s)]は文

献25)に基づき次式により決定することとした． 
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ここで，T は水温[℃]であり，式(24)中に含まれる各係

数はそれぞれ，a1=0.00121，b1=-0.00968，c1=-8.671，
a2=1.83×10-3，b2=1.85×10-4，c2=0.036である． 
４．３ Qwの決定(Qw=2.122×10-2[1/s]) 

Qwは 4.2 節で述べたように，図 4 の Type II での

実験を実施し，排水時間 Δt と水位変化量 Lw(Δt)の実

測結果に対して，式(21)を回帰式とした最小二乗法

により決定する． 
実験では5[s]ごとにステンレスコック開閉し，5[s]～

30[s]まで計6つの各排水時間Δtでの水位変化量Lsw(Δt)，
Lw(Δt)を計測することとした． 
実験より得られた排水時間 Δt と水位変化量 Lw(Δt)の

関係を図 5に示した．図 5中の□は水位変化量Lw(Δt)の

実測結果であり，○はその実測結果に対して式(21)を回帰

式とした最小二乗法の結果に基づいてプロットされたも

のである．図 5 より，最小二乗法を適用した際の偏差

の二乗平均(R2)はすべて 0.99 以上の値となり，式(21)に
より Type II における排水時間と水位変化量の関係

が良好に表現できていることが確認できる．計 4 回

実施した実験より評価されたQwの平均値はQw=2.122
×10-2[1/s]となった． 
４．４ 無次元量Ωの決定(Ω=0.824[-]) 
Ωについても 4.2 節で述べたように，Type I の実

験を実施し，排水時間Δt が 5[s]～30[s]において水位変

化量 Lsw(Δt)実測結果に対して，式(20)を回帰式とし

た最小二乗法を適用することにより決定する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

図5 Qwの決定：Type IIの実験における排水時間と水位変化量の関
係(□：実測結果，○：式(21)を回帰式として最小二乗法によるフィッ

ティング結果に基づいたプロット) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図6 Ωの決定：Type Iの実験における排水時間と水位変化量の関
係(□：実測結果，○：式(20)を回帰式として最小二乗法によるフィッ

ティング結果に基づいたプロット) 
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　ここで，d は多孔質体を構成する粒子の平均粒径 [cm]，
Sv は粒子の単位体積あたりの表面積 [cm2/cm3] である．宇
野らのモデル（式（23））はガラスビーズを用いた均一粒
径のモデルはもとより，幅広い粒径のに対して適用可能
であり，豊浦標準砂の場合ではd=0.016[cm]，代表的な粘
性土であるシルトに対してはd =5×10 -4[cm] 程度の値を
利用すれば定水位透水試験の実験結果と良好な一致を示
す．なお，実験における水の温度は 23 ± 1[℃ ] の範囲で
行い，式（23）における，水の密度ρw [g/cm3] と粘性係
数ηw [g/（cm s）] は文献 25）に基づき次式により決定する
こととした．

粒状体を設置する容器の下部には水室が設けられており，

その水室部分に開閉が容易なステンレス製コックが取り付

けられている． 
水室とその上部(粒状体を設置する部分)は孔を多数あけた

アクリル板により隔てられており，そのアクリル板の上には

45[μm]のメッシュが張られている．本実験装置におけるLevel 
Aに相当する水頭h0はh0=30.3[cm]となる(図 4参照)． 
４．２ キャリブレーション(QwとΩの決定法) 

QwはType IIの実験より得られる排水時間Δtと水位変

化量 Lw(Δt)の実測結果に式(21)を回帰式とした最小二

乗法を適用することにより決定することができる． 
一方，Ωについても，予め透水係数kT が既知であ

ればType Iの実験を実施し，それにより得られる排

水時間Δtと水位変化量Lsw(Δt)の実測結果に式(20)を回

帰式とした最小二乗法を適用することにより決定

できる．本研究では，Ωを決定する上でガラスビー

ズを用いたモデル実験を実施し，透水係数について

は次式の宇野ら24)により提案された式を用いるこ

ととする． 
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ここで，dは多孔質体を構成する粒子の平均粒径

[cm]，Svは粒子の単位体積あたりの表面積[cm2/cm3]
である．宇野らのモデル(式(23))はガラスビーズを

用いた均一粒径のモデルはもとより，幅広い粒径の

に対して適用可能であり，豊浦標準砂の場合では

d=0.016[cm]，代表的な粘性土であるシルトに対し

てはd=5×10-4[cm]程度の値を利用すれば定水位透

水試験の実験結果と良好な一致を示す．なお，実験

における水の温度は23±1[℃]の範囲で行い，式(23)
における，水の密度ρw[g/cm3]と粘性係数ηw[g/(cm s)]は文

献25)に基づき次式により決定することとした． 

10
1

)]exp(1[

2
2

2

2

11
2

1








TcTb
a

cTbTa

w

w





 (24) 

ここで，T は水温[℃]であり，式(24)中に含まれる各係

数はそれぞれ，a1=0.00121，b1=-0.00968，c1=-8.671，
a2=1.83×10-3，b2=1.85×10-4，c2=0.036である． 
４．３ Qwの決定(Qw=2.122×10-2[1/s]) 

Qwは 4.2 節で述べたように，図 4 の Type II での

実験を実施し，排水時間 Δt と水位変化量 Lw(Δt)の実

測結果に対して，式(21)を回帰式とした最小二乗法

により決定する． 
実験では5[s]ごとにステンレスコック開閉し，5[s]～

30[s]まで計6つの各排水時間Δtでの水位変化量Lsw(Δt)，
Lw(Δt)を計測することとした． 
実験より得られた排水時間 Δt と水位変化量 Lw(Δt)の

関係を図 5に示した．図 5中の□は水位変化量Lw(Δt)の

実測結果であり，○はその実測結果に対して式(21)を回帰

式とした最小二乗法の結果に基づいてプロットされたも

のである．図 5 より，最小二乗法を適用した際の偏差

の二乗平均(R2)はすべて 0.99 以上の値となり，式(21)に
より Type II における排水時間と水位変化量の関係

が良好に表現できていることが確認できる．計 4 回

実施した実験より評価されたQwの平均値はQw=2.122
×10-2[1/s]となった． 
４．４ 無次元量Ωの決定(Ω=0.824[-]) 
Ωについても 4.2 節で述べたように，Type I の実

験を実施し，排水時間Δt が 5[s]～30[s]において水位変

化量 Lsw(Δt)実測結果に対して，式(20)を回帰式とし

た最小二乗法を適用することにより決定する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

図5 Qwの決定：Type IIの実験における排水時間と水位変化量の関
係(□：実測結果，○：式(21)を回帰式として最小二乗法によるフィッ

ティング結果に基づいたプロット) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図6 Ωの決定：Type Iの実験における排水時間と水位変化量の関
係(□：実測結果，○：式(20)を回帰式として最小二乗法によるフィッ

ティング結果に基づいたプロット) 
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　ここで，T は水温 [℃ ] であり，式（24）中に含まれる各
係数はそれぞれ，a1 =0.00121，b1 = -0.00968，c1 = -8.671，
a2 =1.83×10-3，b2 =1.85×10-4，c2 =0.036 である．

４．３　Qw の決定（Qw=2.122 × 10-2[1/s]）
　Qw は 4.2 節で述べたように，図 4 の Type II での実験
を実施し，排水時間Δt と水位変化量Lw（Δt）の実測結果
に対して，式（21）を回帰式とした最小二乗法により決定
する．
　実験では 5[s] ごとにステンレスコック開閉し，5[s] ～
30[s] まで計 6 つの各排水時間Δt での水位変化量Lsw（Δt），
Lw（Δt）を計測することとした．

写真1　実験装置（アクリル性ケーシングを加工して作製）
　　　  豊浦標準砂を設置した場合
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　実験より得られた排水時間Δt と水位変化量Lw（Δt）の
関係を図 5 に示した．図 5 中の□は水位変化量Lw（Δt）
の実測結果であり，○はその実測結果に対して式（21）を
回帰式とした最小二乗法の結果に基づいてプロットされ
たものである．図 5 より，最小二乗法を適用した際の偏差
の二乗平均（R 2）はすべて 0.99 以上の値となり，式（21）
により Type II における排水時間と水位変化量の関係が良
好に表現できていることが確認できる．計 4 回実施した実
験より評価された Qw の平均値は Qw =2.122×10-2 [1/s] と
なった．

４．４　無次元量Ωの決定（Ω =0.824[- ]）
　Ωについても 4.2 節で述べたように，Type I の実験を
実施し，排水時間Δt が 5[s] ～ 30[s] において水位変化量
Lsw（Δt）実測結果に対して，式（20）を回帰式とした最
小二乗法を適用することにより決定する．
　なお，Ωの決定は，ガラスビーズを用いたモデルにより
行った．用いたガラスビーズの密度ρs は 2.5[g/cm3] であ
る．また，一般的な細砂の粒径は 0.0125 ～ 0.025 [cm] で
あることから，ガラスビーズの平均粒径d はその範疇に
含まれるd =0.021[cm] を用いた．
　さて，Ωは多孔質体の間隙構造とは相関のない実験装置
固有の校正係数（定数）であることから，Ωが多孔質体の
間隙構造に関わらず所定の値となることを確認する観点か
ら，このΩを決定するための実験ではガラスビーズ（モ
デル）の層厚L を変化させた実験を実施した．この実験
より得られた排水時間Δt と水位変化量Lsw（Δt）の関係を
図 6 に示す．
　図 6 中の□は水位変化量Lsw（Δt）実測結果であり，○
はその実測結果に対して式（20）を回帰式とした最小二乗
法の結果に基づいてプロットされたものである．図 6 より，
最小二乗法を適用した際の偏差の二乗平均（R 2）はすべて
0.99 以上の値となっており，式（20）により Type I にお
ける排水時間と水位変化量の関係が良好に表現できている
ものと言える．なお，図 6 に掲載した各層厚の実験をそれ
ぞれ 3 回実施し，それらの結果においても，式（20）を回
帰式と偏差の二乗平均（R 2）がすべて 0.99 以上の値であ
った．全9回の実験結果に対する，変動係数は3.35%であり，
一連の実験より評価されたΩの値の平均値はΩ =0.824 と
なった．

５．屈曲度推定式の定式化
５．１　水位変化量の（Lsw，Lw）と kT/L の関係
　著者は式（20）～（22）に基づいて，透水係数kT，層
厚L ならびに所定の時刻における水位変化量Lsw（Δt），
Lw（Δt）に関する関係を調べた結果，図 7 に示すような
特定の構成関係があることを見出した．
　図 7 中のプロット○は，式（20）～（22）より計算
し た kT/L と（exp[Lsw（ Δt）/Lw（ Δt）]-1） の 結 果 で あ

り，この計算に際して Qw ならびにΩについては 4 章で
述べた実験に基づいて把握された Qw =2.122×10-2[1/s]，
Ω =0.824 を用いている．なお，図 7 のプロット○は層厚
をL=10[cm] と仮定し，かつ，一般的な砂質地盤の透水係
数が概ね 0.001 ～ 0.1[cm/s] であることを勘案し，kT/L が
0.0001 ～ 0.01[1/s] の範囲での結果を示している．
　図 7 における実線はプロット○に対してA とB を定数
としたを回帰式とした最小二乗法によるフィッティング結
果であり，その偏差の自乗平均 R2 は 1.000 となっている．

図5　  Qw の決定：TypeII の実験における排水時間と水位変化量
の関係（□：実測結果，○：式（21）を回帰式として最小二
乗法によるフィッティング結果に基づいたプロット）

図6　  Ωの決定：Type I の実験における排水時間と水位変化量の
関係（□：実測結果，○：式（20）を回帰式として最小二乗
法によるフィッティング結果に基づいたプロット）
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　すなわち，透水係数kT，層厚L ならびに所定の時刻に
おける水位変化量Lsw（Δt），Lw（Δt）の各物理量の構成
関係として（exp[Lsw（Δt）/Lw（Δt）]-1）がkT/L を変数
とした原点を通る二次関数により表現できることを著者は
見出した．
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なお，Ωの決定は，ガラスビーズを用いたモデル

により行った．用いたガラスビーズの密度 ρs は

2.5[g/cm3]である．また，一般的な細砂の粒径は

0.0125～0.025 [cm]であることから，ガラスビーズの

平均粒径 d はその範疇に含まれる d=0.021[cm]を用

いた． 
さて，Ω は多孔質体の間隙構造とは相関のない実験装

置固有の校正係数(定数)であることから，Ω が多孔質体

の間隙構造に関わらず所定の値となることを確認する観

点から，このΩ を決定するための実験ではガラスビ

ーズ(モデル)の層厚Lを変化させた実験を実施した．

この実験より得られた排水時間 Δt と水位変化量 Lsw(Δt)
の関係を図 6に示す． 
図 6 中の□は水位変化量Lsw(Δt)実測結果であり，○は

その実測結果に対して式(20)を回帰式とした最小二乗法

の結果に基づいてプロットされたものである．図 6 より，

最小二乗法を適用した際の偏差の二乗平均(R2)はすべて

0.99以上の値となっており，式(20)により Type I にお

ける排水時間と水位変化量の関係が良好に表現で

きているものと言える．なお，図 6 に掲載した各

層厚の実験をそれぞれ 3 回実施し，それらの結果に

おいても，式(20)を回帰式と偏差の二乗平均(R2)がすべて

0.99 以上の値であった．全 9 回の実験結果に対する，

変動係数は 3.35%であり，一連の実験より評価され

た Ωの値の平均値はΩ=0.824となった． 
 

５．屈曲度推定式の定式化 

５．１ 水位変化量の(Lsw，Lw)とkT/Lの関係 

著者は式(20)～(22)に基づいて，透水係数kT ，層厚Lな
らびに所定の時刻における水位変化量Lsw(Δt)，Lw(Δt)に関

する関係を調べた結果，図 7に示すような特定の構成関

係があることを見出した． 
図 7中のプロット○は，式(20)～(22)より計算し

たkT /Lと(exp[Lsw(Δt)/Lw(Δt)]-1)の結果であり，この

計算に際してQwならびにΩについては4章で述べた

実験に基づいて把握されたQw =2.122×10-2[1/s]，
Ω=0.824を用いている．なお，図 7のプロット○は層 

 
  
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
図7  kT/L と(exp[Lsw(Δt)/Lw(Δt)]-1)の関係 

(A=651.74[s2]，B=52.742[s] on Δt=30[s]) 

厚をL=10[cm]と仮定し，かつ，一般的な砂質地盤の透水

係数が概ね0.001～0.1[cm/s]であることを勘案し，kT /Lが
0.0001～0.01[1/s]の範囲での結果を示している． 
図 7における実線はプロット○に対してAとBを

定数とした 






















































01.00001.0

]s[30]],s[742.52],s[74.651
;

1
)(
)(

exp

2

2

L
k

tBA

L
k

B
L

k
A

tL
tL

T

TT
w

sw

 (25) 
を回帰式とした最小二乗法によるフィッティング結

果であり，その偏差の自乗平均R2は1.000となって

いる． 
すなわち，透水係数 kT ，層厚 L ならびに所定の時刻

における水位変化量 Lsw(Δt)，Lw(Δt)の各物理量の構成関

係として，(exp[Lsw(Δt)/Lw(Δt)]-1)が kT /L を変数とした

原点を通る二次関数により表現できることを著者

は見出した． 
５．２ 屈曲度推定式 

本研究で提案する屈曲度推定式は式(25)に基づいて定

式化される． 
まず，式(25)を透水係数 kTについて解くと，kT>0 の場

合は次式のように表わされる． 

A

BA
tL
tL

ALBL

k
w

sw

T 2

4
)(
)(

exp4 2













  (26) 

さて，式(7)の条件が成立する場合，水位変化量の

比であるLsw(Δt)/Lw(Δt)は 























0.1
)(
)(lim

0.1
)(
)(lim

0.1

0.1

tL
tL

tL
tL

w
sw

w
sw

  (27) 

を充足する．ここで，式(27)を満たす場合の透水係

数をk0として次式のように定義する． 















0
0.1

0
0.1

lim

lim

kk

kk

T

T
  (28) 

k0は式(26)に式(27)，式(28)を考慮することにより，

具体的に計算可能な表現として次式のように表わ

される． 

 
A

BAALBL
k

2
40.1exp4 2

0


  (29) 

式(26)と式(29)より，透水係数比kT / k0は次式のように

表わされる． 

  2

2

0 40.1exp4

4
)(
)(

exp4

BAAB

BA
tL
tL

AB

k
k w

sw

T

















  (30) 

 
 

５．２　屈曲度推定式
　本研究で提案する屈曲度推定式は式（25）に基づいて定
式化される．
　まず，式（25）を透水係数kT について解くと，kT>0 の
場合は次式のように表わされる．

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

0.000 0.002 0.004 0.006 0.008 0.010

Y

X

:

22.122 10 [1/ s]
0.824[ ] on 30[s]
10[cm]

0.001 0.1[cm/s]

wQ
t

L
k

  

    



  

2 2( 651.74[s ], 52.742[s], 1.000)A B R  

(30[s])
, exp( ) -1

(30[s])
swT

w

LkX Y
L L

 
   

 

2(30[s])
exp( ) -1 ( ) ( )

(30[s])
sw T T

w

L k kA B
L L L

 
  

 

なお，Ωの決定は，ガラスビーズを用いたモデル

により行った．用いたガラスビーズの密度 ρs は

2.5[g/cm3]である．また，一般的な細砂の粒径は

0.0125～0.025 [cm]であることから，ガラスビーズの

平均粒径 d はその範疇に含まれる d=0.021[cm]を用

いた． 
さて，Ω は多孔質体の間隙構造とは相関のない実験装

置固有の校正係数(定数)であることから，Ω が多孔質体

の間隙構造に関わらず所定の値となることを確認する観

点から，このΩ を決定するための実験ではガラスビ

ーズ(モデル)の層厚Lを変化させた実験を実施した．

この実験より得られた排水時間 Δt と水位変化量 Lsw(Δt)
の関係を図 6に示す． 
図 6 中の□は水位変化量Lsw(Δt)実測結果であり，○は

その実測結果に対して式(20)を回帰式とした最小二乗法

の結果に基づいてプロットされたものである．図 6 より，

最小二乗法を適用した際の偏差の二乗平均(R2)はすべて

0.99以上の値となっており，式(20)により Type I にお

ける排水時間と水位変化量の関係が良好に表現で

きているものと言える．なお，図 6 に掲載した各

層厚の実験をそれぞれ 3 回実施し，それらの結果に

おいても，式(20)を回帰式と偏差の二乗平均(R2)がすべて

0.99 以上の値であった．全 9 回の実験結果に対する，

変動係数は 3.35%であり，一連の実験より評価され

た Ωの値の平均値はΩ=0.824となった． 
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する関係を調べた結果，図 7に示すような特定の構成関

係があることを見出した． 
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の間隙構造に関わらず所定の値となることを確認する観

点から，このΩ を決定するための実験ではガラスビ

ーズ(モデル)の層厚Lを変化させた実験を実施した．

この実験より得られた排水時間 Δt と水位変化量 Lsw(Δt)
の関係を図 6に示す． 
図 6 中の□は水位変化量Lsw(Δt)実測結果であり，○は

その実測結果に対して式(20)を回帰式とした最小二乗法

の結果に基づいてプロットされたものである．図 6 より，

最小二乗法を適用した際の偏差の二乗平均(R2)はすべて

0.99以上の値となっており，式(20)により Type I にお

ける排水時間と水位変化量の関係が良好に表現で

きているものと言える．なお，図 6 に掲載した各

層厚の実験をそれぞれ 3 回実施し，それらの結果に

おいても，式(20)を回帰式と偏差の二乗平均(R2)がすべて

0.99 以上の値であった．全 9 回の実験結果に対する，

変動係数は 3.35%であり，一連の実験より評価され

た Ωの値の平均値はΩ=0.824となった． 
 

５．屈曲度推定式の定式化 

５．１ 水位変化量の(Lsw，Lw)とkT/Lの関係 

著者は式(20)～(22)に基づいて，透水係数kT ，層厚Lな
らびに所定の時刻における水位変化量Lsw(Δt)，Lw(Δt)に関

する関係を調べた結果，図 7に示すような特定の構成関

係があることを見出した． 
図 7中のプロット○は，式(20)～(22)より計算し

たkT /Lと(exp[Lsw(Δt)/Lw(Δt)]-1)の結果であり，この

計算に際してQwならびにΩについては4章で述べた

実験に基づいて把握されたQw =2.122×10-2[1/s]，
Ω=0.824を用いている．なお，図 7のプロット○は層 

 
  
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
図7  kT/L と(exp[Lsw(Δt)/Lw(Δt)]-1)の関係 

(A=651.74[s2]，B=52.742[s] on Δt=30[s]) 

厚をL=10[cm]と仮定し，かつ，一般的な砂質地盤の透水

係数が概ね0.001～0.1[cm/s]であることを勘案し，kT /Lが
0.0001～0.01[1/s]の範囲での結果を示している． 
図 7における実線はプロット○に対してAとBを

定数とした 






















































01.00001.0

]s[30]],s[742.52],s[74.651
;

1
)(
)(

exp

2

2

L
k

tBA

L
k

B
L

k
A

tL
tL

T

TT
w

sw

 (25) 
を回帰式とした最小二乗法によるフィッティング結
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原点を通る二次関数により表現できることを著者

は見出した． 
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っている点である． 
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それらの定数をあらかじめ把握する必要がある． 
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実験に対応した式（20）と式（21）の相関より見出された
式（25）を基礎としているところにある．また，式（27）
を満たす透水係数k 0 を式（29）のように実際に計算可能

図7　  kT/L と（exp[Lsw（Δt）/Lw（Δt）] -1）の関係
　　 （A=651.74[s2]，B=52.742[s] on Δt=30[s]）
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な量として表現できていることから，拡散係数比De f /D 0

と透水係数比kT /k0 を等価であるとした式（31）の仮定
の導入を可能としている点にある．さらに，実際の運用
に関しては，写真 1 に示すような簡便な実験機器により，
水位変化量Lsw（Δt），Lw（Δt）ならびに粒状多孔質体の間
隙率Φの 3 つの物理量を把握することにより屈曲度を計算
できるようになっている点である．
　なお，式（33）に含まれる定数A，B は，式（20），（21）
における定数 Qw とΩに由来するものであることに留意さ
れたい．実験に利用する機器（写真 1 参照）ごとに定数
Qw とΩは異なるため，読者が本手法を再現する場合，用
いる容器ごとに 4 章で説明したキャリブレーションにより
それらの定数をあらかじめ把握する必要がある．

６．計算例に基づく提案モデルの検討
６．１　検討の方法
　前節で述べたように，本研究で提案する屈曲度推定式（式

（33））は，水位変化量Lsw（Δt），Lw（Δt）ならびに間隙率
Φの 3 つの物理量を実験的に把握することにより屈曲度が
計算できるものとなっているが，本研究では，以下に述べ
る宇野らの提案する透水係数の推定式（式（23））を利用
した取り組みにより，屈曲度推定式（式（33））の基本的
な特性ならびに妥当性の検討を行うこととする．
　宇野らの提案する式（23）は，透水係数kT と間隙率Φ
の関係について，間隙率Φが 0.2 ～ 0.5 の範囲では次式の

ようなべき乗則により良好に表現することが出来る．

さて，式(3)で示した拡散係数比Def /D0と式(30)で表現さ

れる透水係数比kT / k0は，多孔質体に対する物質の透過性

に関する尺度としては類似しているものといえるであろ

う．  
Khaled K. Al-Tarawneh et.al26) によれば，式(29)と同様に，

間隙率Φが 1.0 となる場合の透水係数を k0と定義し

た場合，式(3)で示した拡散係数比 Def /D0 と透水係数比

kT/k0 は等価な取り扱いが可能であることを示唆している． 
そこで，本研究では，Khaled K. Al-Tarawneh et.al26)の研

究に倣い，拡散係数比Def /D0と透水係数比kT/k0の関係を

次式のように等価であると仮定する． 
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図10　透水係数と屈曲度の関係

図9　間隙率と屈曲度の関係

図11　Archie の法則との相関（X=ln Φ，Y=lnF）
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を式（20），（21）より計算して屈曲度推定式（式（33））
に導入することにより，屈曲度τ，間隙率Φならびに透水
係数kT の 3 つの物理量に対する相互関係を明確にするこ
とができる．
な お，4.2 節 で も 述 べ た よ う に， 式（34） の う ち
d =0.016[cm] は 豊 浦 標 準 砂 を 対 象 と し た 場 合 に 相 当
し，d =0.021[cm] は一般的な細砂（fine sand：平均粒径
0.0125 ～ 0.025 [cm]）の範疇に含まれる平均粒径である．

６．２　間隙率と屈曲度の関係
　図 3 と同様な間隙率Φと屈曲度τの関係を図 9 に示す．
さて，実際の粒状体の集合では，間隙構造の緻密度には所
定の範囲が存在する．そこで図 9 においては，豊浦標準砂
における最大間隙比（e=0.977）と最小間隙比（e=0.597）
から計算される間隙率の範囲（0.37< Φ <0.50）での結果
を描画している．
　図 9 より，本研究で提案した屈曲度推定式より計算され
る屈曲度の値は，間隙率の低下にともなって増加する傾向
を示し，描画した 0.37< Φ <0.50 の範囲における屈曲度τ
の値は豊浦標準砂が想定される平均粒径d=0.016[cm] では
1.5 ～ 2.4 程度，d=0.021[cm] では 1.1 ～ 1.8 程度となった． 
d=0.021[cm] とd=0.016[cm] を比較した場合，同一間隙率
では平均粒径の小さいd=0.016[cm] の方が，屈曲度の値が
高くなる傾向を示している．
　また，描画した 0.37< Φ <0.50 の範囲において，本研究
で提案した屈曲度推定式より計算される屈曲度の値の変化
量は，Ahmadi et. al ならびに Boudreau の結果と比較し
て大きい．

６．３　透水係数と屈曲度の関係
　図 10 に透水係数 kT と屈曲度τの関係を示す．豊浦
標準砂における最大間隙比（e=0.977）と最小間隙比

（e=0.597）から式（23）より計算される透水係数 kT は
0.015 ～ 0.06[cm/s] 程度となる．この透水係数 kT の範囲

（0.015<kT<0.060[cm/s]）を図 10 においてはハッチで示し
た．
　図 10 より，透水係数の増加にともなって屈曲度は指
数的に減少する傾向を示している．透水係数の増加は間
隙率の増加につながることから，図 10 より確認される
傾向は物理的に妥当であると言えよう．d=0.021[cm] と
d=0.016[cm] を比較した場合，同一な透水係数においては
平均粒径の小さいd=0.016[cm] の方が屈曲度の値が高くな
る傾向を示している．

６．４　Archie の法則との相関
　本研究で提案する屈曲度推定式（式（33））の妥当性
を Archie の法則の観点から検討する．Archie の法則
F=n/Φm （n とm は定数）8）は両変に対数を作用させるこ
とにより次式のように表わされる．

６．２ 間隙率と屈曲度の関係 
図 3 と同様な間隙率 Φ と屈曲度 τ の関係を図 9

に示す．さて，実際の粒状体の集合では，間隙構造の緻

密度には所定の範囲が存在する．そこで図 9においては，

豊浦標準砂における最大間隙比(e=0.977)と最小間隙比

(e=0.597)から計算される間隙率の範囲(0.37<Φ<0.50)での

結果を描画している． 
図 9 より，本研究で提案した屈曲度推定式より計算さ

れる屈曲度の値は，間隙率の低下にともなって増加する

傾向を示し，描画した 0.37<Φ<0.50 の範囲における屈曲

度 τの値は豊浦標準砂が想定される平均粒径d=0.016[cm]
では 1.5～2.4 程度，d=0.021[cm]では 1.1～1.8 程度となっ

た． d=0.021[cm]と d=0.016[cm]を比較した場合，同

一間隙率では平均粒径の小さい d=0.016[cm]の方が，

屈曲度の値が高くなる傾向を示している． 
また，描画した 0.37<Φ<0.50 の範囲において，本研究

で提案した屈曲度推定式より計算される屈曲度の値の変

化量は，Ahmadi et. al ならびにBoudreauの結果と比較し

て大きい． 
６．３ 透水係数と屈曲度の関係 
図 10に透水係数 kTと屈曲度 τの関係を示す．豊浦標

準砂における最大間隙比(e=0.977)と最小間隙比(e=0.597)
から式(23)より計算される透水係数kTは0.015～0.06[cm/s]
程度となる．この透水係数kTの範囲(0.015<kT<0.060[cm/s])
を図10においてはハッチで示した． 
図 10より，透水係数の増加にともなって屈曲度は指数

的に減少する傾向を示している．透水係数の増加は間隙

率の増加につながることから，図 10より確認される傾向

は物理的に妥当であると言えよう．d=0.021[cm]と
d=0.016[cm]を比較した場合，同一な透水係数にお

いては平均粒径の小さい d=0.016[cm]の方が屈曲度

の値が高くなる傾向を示している． 
６．４ Archieの法則との相関 
本研究で提案する屈曲度推定式(式(33))の妥当性を

Archieの法則の観点から検討する．Archieの法則F=n/Φm (n
とmは定数)8)は両変に対数を作用させることにより次式

のように表わされる． 
 ln)ln(ln mnF  (35) 

したがって，lnΦをx軸に，lnFをy軸として描画した場合，

式(35)の形式でのArchieの法則は，ln(n)を切片，mを勾配

とした線形式として表現されることとなる．  
そこで，本研究における屈曲度推定式(式(33))より評価

された屈曲度の値(図 9の結果)を式(10)に導入することに

よりフォーメーション・ファクターFを計算し，そのフォ

ーメーション・ファクターと間隙率Φを式(35)と対応した

両対数グラフにおいてプロットした結果を図 11に示し

た．  

図 11おけるプロット結果は極めて良好な線形性を示

しており，本研究の屈曲度推定式より評価される屈曲度

はArchieの法則に従ったものであることが確認できる． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図9 間隙率と屈曲度の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図10 透水係数と屈曲度の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図11  Archieの法則との相関(X=lnΦ, Y=lnF) 
 
７．結論 

粒状多孔質体を対象として，実験的に屈曲度を簡便か

つ直接推定することが可能な屈曲度推定式を新たに構築

した．屈曲度推定式(式(33))のユニークな点は，Type Iと
Type IIの実験に対応した式(20)と式(21)の相関より見出さ

1.0

1.5

2.0

2.5

0.
37

0.
38

0.
39 0.
4

0.
41

0.
42

0.
43

0.
44

0.
45

0.
46

0.
47

0.
48

0.
49 0.
5

to
rtu

os
ity

porosity

( 1.209;Ahmadi .)B et al

0.016[cm]
(Toyoura Sand)
d 

present study

0.021[cm]d 
present study

0.53 

0.52 

21 ln (Boudreau)   

τ



1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

-2.0 -1.8 -1.6 -1.4 -1.2 -1.0 -0.8

Y

X

0.016[cm]
(Toyoura Sand)
d 

present study

0.021[cm]d 
present study

4.0306 1.8199Y X  

4.0306 1.2762Y X  

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0

0.
01

0.
02

0.
03

0.
04

0.
05

0.
06

0.
07

0.
08

0.
09 0.
1

to
rtu

os
ity

kT[cm/s]

τ

0.016[cm]
(Toyoura Sand)
d 

present study

0.021[cm]d 
present study

　したがって，lnΦをx軸に，lnF をy軸として描画した
場合，式（35）の形式での Archie の法則は，ln（n）を切片，
m を勾配とした線形式として表現されることとなる． 
　そこで，本研究における屈曲度推定式（式（33））より
評価された屈曲度の値（図 9 の結果）を式（10）に導入
することによりフォーメーション・ファクター F を計算
し，そのフォーメーション・ファクターと間隙率Φを式

（35）と対応した両対数グラフにおいてプロットした結果
を図 11 に示した．
　図 11 おけるプロット結果は極めて良好な線形性を示し
ており，本研究の屈曲度推定式より評価される屈曲度は
Archie の法則に従ったものであることが確認できる．

７．結論
　粒状多孔質体を対象として，実験的に屈曲度を簡便かつ
直接推定することが可能な屈曲度推定式を新たに構築し
た．屈曲度推定式（式（33））のユニークな点は，Type I
と Type II の実験に対応した式（20）と式（21）の相関よ
り見出された式（25）を基礎としているところにある．また，
式（27）を満たす透水係数k 0 を式（29）のように実際に
計算可能な量として表現できていることから，拡散係数
比De f /D 0 と透水係数比kT /k0 を等価であるとした式（31）
の仮定の導入を可能としている点にある．さらに，実際の
運用に関しては，写真 1 に示すような簡便な実験機器によ
り，水位変化量Lsw（Δt）/Lw（Δt）ならびに間隙率Φの 3
つの物理量を把握することにより屈曲度を計算できるよう
になっている点である．
　屈曲度推定式（式（33））より計算された屈曲度と間隙
率の関係についての定性的傾向は既往の屈曲度推定モデル
と同様であり（図 9 参照），また，透水係数と屈曲度の関
係も物理的に妥当な傾向を示すものとなっている（図 10
参照）．さらに，Archie の法則に基づいた観点からも本研
究における屈曲度推定式の妥当性を支持する結果が得られ
ていることから（図 11 参照），本研究における屈曲度推定
式の導出過程における各種の仮定や定義は基本的には合理
的に組み合わされているものと考えられる．なお，豊浦標
準砂を想定した場合，その実質的な間隙構造の範囲内で屈
曲度の値は 1.5 ～ 2.4 程度を示すものとなった．
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